
東温市事務事業評価シート　平成21年度実施事業対象

№ ― 1

18 年度 ～ 年度 ☑

① ④

② ⑤

③

単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

費

20 21 22

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

3 4 2 3

3 4 2 3 今後の方向性 拡大・充実

必要性 達成度 今後の方向性 拡大・充実

介護予防の重要性を広く高齢者に周知し、事業の拡大を図るとともに、新しい事業の創出や、現在の事業の改善を図ります。

有効性

評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

一次評価者

0

11,476

電話番号係　　名

経常的事務事業 事業運営方法

介護給付係

効率性有効性二次評価者 保険年金課長
総　合
評価点

Ｂ 必要性 達成度

効率性

項目

必要性

有効性 本事業は、市総合計画に位置付けられている高齢者施策の充実に貢献しています。

介護給付係
総　合
評価点

Ｂ

事業の対象

改　革
計　画

受入れ可能な限りの定員を設けていますが、市が思うような参加者が集まらないところもあります。

参加者の確保が出来ず、コストパフォーマンスが高くなっています。

介護保険を今後も安定した保険事業とするために、更に介護予防事業を推進する必要がありますが、高齢者の介護予防事業への関心度が低い
ということがネックになっています。

達成度

効率性

事業参加率

介護認定率

介護への移行率

事業期間直営・一部委託

008

課　　名 保険年金課

3001 事務事業名

事業区分

地域支援事業

該当

毎月広報紙とともに「介護予防ニュース」を全戸配布を行うなど、事業参加の勧奨･案内を行っています。引き続き周知を図り事業効率
の向上に努めます。

当面の
課　題

総合計画

会計

0

1.060

0.000

1.060

0.000

平成

期間設定なし

介護保険特別会計

最終目標

介護保険法に基づき自治体で実施することが義務付けられた事業であることから、市で実施する必要性の高い事業です。

事業の目的

根拠法令要介護を受けていない高齢者

%

100

0

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

二次評価で
の指摘事項

活動内容

100

成果指標

20

18

0

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

直接事業費

平成

特定高齢者把握事業

巡回型運動指導事業

プール使用型運動指導事業

予算費目

一般財源

計(Ａ)

費目名

Ｄ
Ｏ

全体事業費(Ａ＋Ｂ)

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費

臨時職員工数・経費

国・県支出金

地方債

その他特定財源

（３）高齢者の社会参加や自立・健康増進等の支援

0.000

75,042

7,990

0

平成

運動紹介事業

脳トレ大学事業

主要施策

介護予防・包括的支援事業ほか 公的関与

介護保険法

細事務事業名

hokennenkin@city.toon.ehime.jp089-964-4408 メールアドレス

実施計画

第２章 みんなが元気になる健康福祉のまち政策目標 ３ 高齢者施策の充実政策項目

29,812

0

%

19

事業参加者のうち介護認定を受
けた人数／参加者数

指標名 計算式又は指標設定理由

介護認定を受けた人数／市内高
齢者数

%

参加者数／参加定員数

1.060

35,275

76,563

7,880

平成21年度

100

70

20

平成20年度

64

19

平成22年度

100

21

0

備　　　　考

35,625

0

24,409

0

0

15,008

84,443

33,559

0

23,050

14,151

70,760

8,007

0

78,767 83,032

一人ひとりの生きがいや自己実現のための取り組みを
支援し、活動的で生きがいのある生活や人生を送って
いただく。

最終的 今年度
介護予防事業等を充実させ、一人でも多くの高齢者に参加
していただく。

地域支援事業

年度決算 年度決算 年度予算



東温市事務事業評価シート　平成21年度実施事業対象

№ ― 1

12 年度 ～ 年度 ☑

① ④

② ⑤

③

単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

費

20 21 22

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 4 4

4 4 4 4 今後の方向性 現状維持

必要性 達成度 今後の方向性 拡大・充実

認定調査の実施や主治医意見書の入手を出来るだけ早くすることで、少しでも早く認定結果を通知することが出来るようにします。

有効性

評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

一次評価者

5,785

0

電話番号係　　名

経常的事務事業 事業運営方法

介護徴収係

効率性有効性二次評価者 保険年金課長
総　合
評価点

Ａ 必要性 達成度

効率性

項目

必要性

有効性 介護保険法の定めるところにより、迅速かつ公正・公平な要介護度の判定を行う必要があります。

介護徴収係
総　合
評価点

Ａ

事業の対象

改　革
計　画

適正な認定調査、審査が行われています。

申請者数により事務量が左右されるため、一概に事業費を削減することはできません。

介護保険制度が浸透してきていることから、申請件数が増加傾向にあり、申請から認定までの時間を要しています。

達成度

効率性

審査会開催回数

審査会判定件数

訪問調査件数

事業期間直営

008

課　　名 保険年金課

3013 事務事業名

事業区分

介護認定事務

該当

介護認定にかかる事務は、法令に基づいた上で、適正に執行されています。

当面の
課　題

総合計画

会計

2,025

1.891

3.381

1.891

3.381

平成

期間設定なし

介護保険特別会計

最終目標

介護保険法の定めるところにより、迅速かつ公正・公平な要介護度の判定を行う必要があります。

事業の目的

根拠法令
65歳以上（第1号被保険者）の要介護（要支援）認定申請を
した者、40歳以上65歳未満（第２号被保険者）の特定疾病に
より要介護（要支援）認定申請をした者

件

80

2,100

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

二次評価で
の指摘事項

活動内容

80

成果指標

2,044

2,050

2,100

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

直接事業費

平成

要介護（要支援）認定申請者について、申請を受付します。

調査員が訪問し、心身の状態について聞き取り調査を行うこ
とと共に、主治医に意見書の作成依頼を行います。

要介護（要支援）認定申請者について、要介護認定調査等
により作成した一次判定結果、特記事項及び主治医意見書
により資料作成をします。

予算費目

一般財源

計(Ａ)

費目名

Ｄ
Ｏ

全体事業費(Ａ＋Ｂ)

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費

臨時職員工数・経費

国・県支出金

地方債

その他特定財源

（２）介護保険事業の推進

3.000

27,842

11,307

5,106

平成

介護認定審査会に諮り、二次判定を行います。

審査会が判定した結果に基づき、市が認定し申請者に通知しま
す。

主要施策

公的関与

介護保険法、介護保険法施行令、東温市介護保険条例

細事務事業名

hokennenkin@city.toon.ehime.jp089-964-4408 メールアドレス

実施計画

第２章 みんなが元気になる健康福祉のまち政策目標 ３ 高齢者施策の充実政策項目

0

0

回

2,004

認定調査員が訪問し、心身の状
態について聞き取り調査を行い
ます。

指標名 計算式又は指標設定理由

二次判定（要介護度）が確定することによ
り、認定者の介護サービスの使える量（区
分支給限度基準額）が確定します。

件

要介護（要支援）認定申請者に
ついて、要介護（要支援）状態
区分を判定します。

1.500

24,205

24,205

14,058

平成21年度

80

69

2,050

平成20年度

74

2,050

平成22年度

80

2,050

2,100

備　　　　考

0

0

27,842

2,100

2,085

0

44,048

0

0

22,907

0

22,907

14,285

5,785

42,977 44,255

介護認定調査員が全国一律の基準により申請者の心
身の状態を調査した後、要介護（要支援）状態区分を判
定します。

最終的 今年度

総務

年度決算 年度決算 年度予算



東温市事務事業評価シート　平成21年度実施事業対象

№ ― 1

年度 ～ 年度 ☑

① ④

② ⑤

③

単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

費

20 21 22

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

3 4 2 4

4 4 3 4 今後の方向性 拡大・充実

必要性 達成度 今後の方向性 拡大・充実

介護保険制度の更なる周知を図ります。

有効性

評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

一次評価者

0

0

電話番号係　　名

経常的事務事業 事業運営方法

介護徴収係

効率性有効性二次評価者 保険年金課長
総　合
評価点

Ａ 必要性 達成度

効率性

項目

必要性

有効性 介護保険法に基づいた経常的事務です。

介護徴収係
総　合
評価点

Ａ

事業の対象

改　革
計　画

保険料の上昇（第２期から第３期）により、滞納者の滞納額も増加しているため、普通徴収の収納率が低下しています。

介護保険法に基づいた経常的事務です。

保険料未納者対策、保険料上昇の抑制、市独自の保険料軽減策を講じる場合の財源確保が必要です。

達成度

効率性

保険料収納率

事業期間直営

008

課　　名 保険年金課

3015 事務事業名

事業区分

介護保険料賦課徴収事務

該当

保険料滞納者への納付勧奨等の未納者対策の強化とともに、新たな滞納者に対する早期対応により収納率の向上を図ります。

当面の
課　題

総合計画

会計

0.717

0.000

0.717

0.000

平成

期間設定なし

介護保険特別会計

最終目標

介護保険法に基づいた経常的事務です。

事業の目的

根拠法令６５歳以上の介護保険第１号被保険者

100

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

二次評価で
の指摘事項

活動内容

100

成果指標

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

直接事業費

平成

介護保険料賦課・徴収

納付書・通知書発行

介護保険料還付・充当

予算費目

一般財源

計(Ａ)

費目名

Ｄ
Ｏ

全体事業費(Ａ＋Ｂ)

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費

臨時職員工数・経費

国・県支出金

地方債

その他特定財源

（２）介護保険事業の推進

0.000

1,924

5,405

0

平成

主要施策

公的関与

介護保険法

細事務事業名

hokennenkin@city.toon.ehime.jp089-964-4408 メールアドレス

実施計画

第２章 みんなが元気になる健康福祉のまち政策目標 ３ 高齢者施策の充実政策項目

0

0

％

指標名 計算式又は指標設定理由

収納額／調定額

0.717

1,183

1,183

5,330

平成21年度

100

97

平成20年度

97

平成22年度

100

備　　　　考

0

0

1,924

0

6,513

0

0

1,462

0

1,462

5,416

0

6,878 7,329

第１号被保険者介護保険料の賦課徴収最終的 今年度

総務

年度決算 年度決算 年度予算




